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平成３０年度 介護労働実態調査（特別調査） 

介護事業所における改正労働契約法への対応及び働き方改革への 

取組み状況に関する調査 

 

人材不足が顕著な介護事業所において平成 31 年 4 月より実施される「働き方改革」を理解し、労働

者への周知がどれだけなされているかを把握するため、平成 30年 12月時点での介護事業所における改

正労働契約法への対応及び働き方改革への取組み状況に関する調査を実施、分析することとした。 

本調査は、介護保険サービス事業所のうち、「訪問介護」、「通所介護」、「介護老人保健施設」、「介護

老人福祉施設」の事業所及び当該事業所で直接介護業務に従事する有期契約労働者にアンケート調査を

実施した。調査の概要は６ページを参照ください。 

報告書全文は当センターの HP （http://www.kaigo-center.or.jp/report/index.html）に掲載します。 

 

1 年次有給休暇の取得の取組みについて 

（１） 年次有給休暇の取得が義務化されることについて、「知っている」と回答した事業所は全体の約 8

割を占めた。 

サービス別では、介護老人保健施設、介護老人福祉施設の 9割が「知っている」と回答した。 

 

 

年次有給休暇取得義務化 1の認知状況（事業所調査） 

 

 

1 年次有給休暇取得義務化とは、年間 10 日以上年次有給休暇が付与される従業員に対して、休暇付与が発生した日から 1 年以内

に、有給休暇について 5日以上の取得が義務化されること 

  

知っている

78.4%

67.3%

71.7%

90.2%

94.6%

知らない

19.5%

30.8%

26.6%

7.6%

2.7%

無回答

2.1%

1.9%

1.7%

2.2%

2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体(n=533)

訪問介護(n=156)

通所介護(n=173)

介護老人保健施設

(n=92)

介護老人福祉施設

(n=112)

http://www.kaigo-center.or.jp/report/index.html
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（２） 有給休暇の年間付与 10日以上の職員のみを対象として、直近 1年間での労働者 1人当たりの有給

休暇取得率の状況を聞いたところ「20％以下」と回答した事業所は、主任・リーダークラスで

27.4％、一般従業員で 17.1％であった。 

 

有給休暇取得率の状況（事業所調査） 

 

（３） 年次有給休暇の取得促進の取組みについては、「時間単位や半日単位等による有給休暇取得制度

の設定」の回答が多かった。 

また、主任・リーダークラスの有給休暇取得率が 60％超の事業所では、20％以下の事業所と比べ、

「身近な上司からの年次有給休暇取得推進の声かけ」や「情報共有や複数担当制等による業務の

属人化の解消」、「年次有給休暇付与計画表に基づき従業員個別に休暇を付与」が高かった。 

 

主任・リーダークラスの有給休暇取得率が高い事業所の取組み（事業所調査） 

無回答

4.9%

5.1%

分からない

5.8%

6.4%

20％以下

27.4%

17.1%

20％超

22.9%

22.9%

40％超

19.3%

18.9%

60％超

10.9%

16.1%

80%超

8.8%

13.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

主任・リーダークラス

一般従業員

44.8%

42.9%

34.3%

31.4%

27.6%

26.7%

23.8%

20.0%

15.2%

12.4%

12.4%

4.8%

4.8%

39.7%

35.6%

18.5%

31.5%

24.7%

23.3%

11.6%

20.5%

6.2%

7.5%

2.7%

0.7%

2.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

時間単位や半日単位等による有給休暇取得制度の設定

処遇改善や働きやすい環境の整備、採用活動等による人材の確保

身近な上司等からの年次有給休暇取得推進の声かけ

各チームや従業員個人の業務量や業務内容の見直し

多種多様な介護業務に対応できる従業員の育成・教育

基準より手厚い職員配置の実施

情報共有や複数担当制等による業務の属人化の解消

役職者等のマネジメント力向上に向けた教育・研修の実施

チームやグループごとに有給休暇の付与（交代制による休暇等）

個人別に年次有給休暇取得予定表の作成

年次有給休暇付与計画表に基づき従業員個別に休暇を付与

その他

特に実施している取組みはない

取得率60%超 (n=105）

取得率20％以下 (n=146）
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知っている

74.9%

64.7%

71.7%

82.6%

87.5%

知らない

22.7%

31.4%

26.6%

15.2%

10.7%

無回答

2.4%

3.8%

1.7%

2.2%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体（n=533）

訪問介護(n=156)

通所介護(n=173)

介護老人保健施設

(n=92)

介護老人福祉施設

(n=112)

2 長時間労働を是正するための取組みについて 

（１） 「働き方改革関連法」に制定されている残業時間の上限規制に関する認知状況では、さまざまな

上限規制があるなか、いずれの内容においても「知っている」が「知らない」を上回った。 

その中で、月 45時間、年間 360時間を原則とする規制について全体では、7割強の事業所が「知

っている」と回答した。ただし、「知らない」の回答も 2割程度みられた。 

 

月 45時間、年間 360時間の残業上限規制の認知状況（事業所調査） 

 

（２） 直近一年間での主任・リーダークラスの残業時間が減少した事業所の長時間労働を是正するため

の取組みでは、「身近な上司等からの残業時間是正の声かけ」や「残業の事前承認」「処遇改善や

働きやすい環境の整備、採用活動等による人材の確保」が半数を超えていた。 

 

主任・リーダークラスの残業時間が減少した事業所の 

長時間労働を是正するための取組み（事業所調査） 

 

59.3%

57.0%

51.2%

48.8%

46.5%

43.0%

40.7%

39.5%

37.2%

33.7%

29.1%

27.9%

25.6%

25.6%

23.3%

18.6%

18.6%

5.8%

2.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

身近な上司等からの残業時間是正の声かけ

残業の事前承認

処遇改善や働きやすい環境の整備、採用活動等による人材の確保

作業手順の標準化や作業マニュアルの作成

各チームや従業員個人における業務量や業務内容の見直し

記録や資料の保管における整理・整頓

役職者等のマネジメント力向上に向けた教育・研修の実施

多種多様な介護業務に対応できる従業員の育成・教育

アセスメント項目や計画書式・記録書式の簡素化・統一化

事務職や介護補助職等の活用による現場の業務負担の軽減

基準より手厚い職員配置の実施

業務の棚卸しと優先順位の設定を定期的に実施

利用者や連携先の関係機関との余裕を持ったコミュニケーションの実施

情報共有や複数担当制等による業務の属人化の解消

時間効率を意識させる仕組みの導入（従業員向け研修等）

ICT活用による直接介護と関係ない業務（事務等）の効率化

法人本部やスーパーバイザーによるクレーム対応や事業所運営助言等の支援

介護ロボット・AIによる直接介護と関係ない業務（事務等）の効率化

特に実施している取組みはない 残業時間が減少した (n=86）
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3 雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保 2（同一労働同一賃金）について 

（１） 雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保について「内容を理解している」と回答した事業所は

4割弱。5割強の事業所は内容を十分に理解していなかった。 

サービス別では、介護老人保健施設、介護老人福祉施設の 5割が「内容を理解している」と回答

した。 

 

雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保（事業所調査） 

 

 

 

（２） 有期契約労働者への調査において、業務内容及び責任の程度が同じ無期契約労働者が「いる」と

回答した有期契約労働者は 3 割強あり、そのうちの 3 割強は「無期契約労働者より賃金水準が低

い」と回答した。 

 

     

 

 

 

 

 

2 雇用形態にかかわらない公正な待遇の確保（同一労働同一賃金）とは、【雇用形態にかかわらず、仕事ぶりや能力が適正に評価され、

意欲をもって働けるよう、無期契約労働者（正規職員等）・有期契約労働者（パート等）の間の不合理な待遇差の解消を目指す考え

方】に関する制度で、2020年 4月（中小企業は 2021年 4月）から適用される。 

  

内容を理解している

39.0%

30.8%

31.8%

50.0%

52.7%

制定されたことは知っているが、

内容は理解していない

47.1%

50.6%

49.1%

43.5%

42.0%

知らない

11.6%

16.7%

16.2%

4.3%

3.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体(n=533)

訪問介護(n=156)

通所介護(n=173)

介護老人保健施設

(n=92)

介護老人福祉施設
(n=112)

いる, 32.2%

いない, 

28.9%

分からな

い、無回答, 

39.0%

35.4%

18.9%

45.7%

（その）無期契約労働者より

賃金水準が低い

（その）無期契約労働者と同等、

あるいはそれ以上の賃金水準である

分からない

（考えたことがない）

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

業務内容及び責任の程度が同じ無期契約労働者

の有無（有期契約労働者調査） 

 

無期契約労働者と比較した有期契約労働者の

賃金水準（有期契約労働者調査） 
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4 有期契約労働者 3の無期雇用転換 4について 

（１） 無期転換ルールを「内容を知っている」と回答した事業所は 6 割弱。一方で、4 割強の事業所に

おいては、内容が十分に把握されていなかった。 

サービス別では、介護老人保健施設、介護老人福祉施設の約 7 割以上が「内容を知っている」と

回答した。 

 

無期雇用転換の認知状況（事業所調査） 

 
 

（２） 有期契約労働者へ無期転換の希望を聞いたところ、「無期転換したい」は 17.7％、「無期転換した

くない」は 20.0％、「未定」は 58.5％であった。 

「無期転換したい」と回答した方の理由は、「安定して働けるようになるから」が 70.0％、「慣れ

た仕事を続けることができるから」が 61.4％と高かった。他方、「無期転換したくない」と回答

した方の理由は、「現在の立場の方が働きやすいから」が 74.7％と高かった。 

 

無期転換を希望する理由               無期転換を希望しない理由 

（有期契約労働者調査）                （有期契約労働者調査） 

 

 

3 本調査では、「有期契約労働者」を「一定の期間（例：3 か月、6 か月、1 年、等）の定めがある労働契約を締結している従業員

（パート等）」と定義している。なお、「無期契約労働者」は「雇用契約に関して、期間の定めのない労働契約を締結している従

業員（例：正社員・正規の職員、有期契約から無期契約へ雇用転換した職員等）」と定義している。 

4 有期契約労働者の無期雇用転換とは、改正労働契約法（2013 年 4 月施行）では「無期転換ルール」【有期労働契約が更新されて、

通算 5 年を超えるときは、労働者の申し込みにより、期間の定めのない労働契約（無期労働契約）に転換するルール】が制定さ

れている。 

内容を知っている

57.6%

41.7%

52.6%

69.6%

77.7%

制定されたことは知っているが、内容

はよく分からない

28.1%

35.3%

28.9%

27.2%

17.9%

知らない

12.9%

21.2%

17.9%

1.1%

3.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

区分

全体(n=533)

訪問介護(n=156)

通所介護(n=173)

介護老人保健施設

(n=92)

介護老人福祉施設

(n=112)

74.7%

38.0%

31.6%

16.5%

8.9%

2.5%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

現在の立場の方が働きやすいから

仕事量や責任の程度が増える可能性

があるから

契約が無期になることにあまりメ

リットを感じないから

現在の勤務先で長期で働くことを望

まないから

労働条件や処遇が変わらないから

その他

職場の人間関係が悪くなるから

70.0%

61.4%

41.4%

31.4%

22.9%

21.4%

20.0%

17.1%

5.7%

4.3%

4.3%

0.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

安定して働けるようになるから

慣れた仕事を続けることが出来るから

収入が安定するから

現在の勤務先や仕事に愛着があるから

労働条件や処遇がよくなるから

自身のスキルが向上するから

仕事に対するモチベーションが向上する

から

長期的なキャリア形成ができるから

時間に余裕が出来る見通しが立ったから

教育訓練を受ける機会が増加するから

より高度な仕事を任せてもらえるから

その他
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Ⅰ 調査の概要 

１ 調査対象  

（１） 本調査は、「訪問介護」、「通所介護（デイサービス）」、「介護老人保健施設（老健）」、「介護老人

福祉施設（特別養護老人ホーム）」の各介護保険サービス事業所（各 500 事業所）及び当該事業

所で指定介護保険サービスにおける直接介護業務に従事する有期契約労働者（各事業所 2 名ま

で）を調査対象とした。 

有効調査事業所数は 1,972 事業所で有効回答のあったのは 534 事業所であった。（回収率 27.1％） 

有期契約労働者の有効回収数は 664 件であった。（回収率 16.8％） 

 

２ 調査対象期日 

  原則として平成 30 年 10 月 1 日現在とした。 

 

３ 調査実施期間 

  平成 30 年 12 月 3 日から 12 月 28 日の約 1 か月間とした。 

 

４ 調査研究体制 

学識経験者等による検討委員会を設置し、調査票の作成や調査結果の分析、報告書の構成・内容

等について検討を行った。 

また、諮問委員会を設置し、成果物の内容や調査項目等について、より実務的な立場からの助言

を受けた。 

 

【介護労働実態調査等検討委員会】 

座長 佐藤 博樹 中央大学大学院 戦略経営研究科 教授 

 大木 栄一 玉川大学 経営学部 国際経営学科 教授 

 坂爪 洋美 法政大学 キャリアデザイン学部 教授 

 松下 洋三 一般社団法人全国介護事業者協議会 理事 

 菅野 雅子 フォスターリンク株式会社 組織人材開発コンサルタント 

 久志 実 公益財団法人介護労働安定センター 理事長 

 

【介護労働実態調査諮問委員会】 

 野田 和彦 一般社団法人全国介護事業者協議会 理事 

 西岡 修 公益社団法人全国老人福祉施設協議会 

介護人材対策委員会 委員長 

 三根 浩一郎 公益社団法人全国老人保健施設協会 副会長 

 遠藤 健 一般社団法人全国介護付きホーム協会 代表理事 

 小林 由憲 一般社団法人日本在宅介護協会 理事 

 田中 雅子 公益社団法人日本介護福祉士会 元名誉会長 

 

 

 

《（公財）介護労働安定センターの概要》 

公益財団法人介護労働安定センターは、介護労働に関する総合的支援機関として平成４年４月１日に厚生

労働省（当時の労働省）所管の公益法人として設立され、同年７月１日には、「介護労働者の雇用管理の改善

等に関する法律」（介護労働者法）の施行に伴い、同法に基づく厚生労働大臣（当時の労働大臣）の指定法人

となりました。 

当センターでは、介護労働者の福祉の増進と魅力ある職場づくりをめざして、雇用管理の改善、能力の開

発・向上などを通じて、介護労働に対するさまざまな支援事業を実施しています。 


